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平
成
二
十
三
年
度
第
一
次
補
正
予
算
が

国
会
で
可
決
・
成
立
し
、
震
災
関
連

融
資
・
保
証
制
度
が
充
実
し
た
と
聞
き
ま
し
た
。

そ
の
内
容
と
利
用
す
る
上
で
気
を
付
け
る
べ
き

点
に
つ
い
て
教
え
て
下
さ
い
。

こ
の
た
び
の
東
日
本
大
震
災
で
お
亡
く

な
り
に
な
ら
れ
た
方
々
の
ご
冥
福
を
お

祈
り
す
る
と
共
に
、
被
害
を
受
け
ら
れ
た
皆
さ

ま
へ
心
よ
り
お
見
舞
い
を
申
し
上
げ
ま
す
。

災
害
関
連
融
資
・
保
証
の
概
要

　
復
旧
・
復
興
費
を
盛
り
込
ん
だ
総
額
四
兆
円

超
の
第
一
次
補
正
予
算
成
立
に
伴
い
、
政
府
系

金
融
機
関
の
震
災
関
連
融
資
、
信
用
保
証
協
会

の
保
証
制
度
が
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。
融
資
関
連

で
は
、
直
接
・
間
接
被
害
者
向
け
融
資
別
枠
の

倍
増
、
融
資
期
間
の
延
長
、
据
え
置
き
期
間
の

延
長
、
適
用
金
利
の
引
き
下
げ
が
な
さ
れ
、
ま

た
、
商
工
会
議
所
が
窓
口
で
あ
る
マ
ル
経
融
資

（
小
規
模
事
業
者
経
営
改
善
資
金
）
に
お
い
て
も
、

震
災
対
応
特
枠
が
通
常
枠
と
は
別
枠
と
し
て
設

け
ら
れ
ま
し
た
。

　
保
証
関
連
で
は
、
東
日
本
大
震
災
復
興
緊
急

保
証
と
し
て
最
大
二
億
八
千
万
円
の
保
証
枠
が

新
設
さ
れ
、
一
般
保
証
・
セ
ー
フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ

ト
保
証
・
災
害
関
係
保
証
と
併
せ
て
、
最
大

八
億
四
千
万
円
ま
で
の
保
証
が
可
能
と
な
り
ま

し
た
。

　
そ
の
他
、
宮
城
県
・
仙
台
市
の
災
害
対
応
制

度
融
資
（
仙
台
市
に
お
い
て
は
震
災
復
興
関
連

枠
を
新
設
）、
小
規
模
企
業
共
済
契
約
者
へ
の
貸

付
制
度
条
件
緩
和
、
民
間
金
融
機
関
に
お
け
る

災
害
貸
付
等
も
実
施
さ
れ
て
お
り
、
復
興
へ
向

け
た
資
金
的
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
体
制
が
取
ら
れ
て

い
ま
す
。
自
社
の
状
況
を
考
慮
の
上
、
ど
の
制

度
が
利
用
で
き
る
の
か
（
利
用
す
る
の
か
）
に

つ
い
て
確
認
・
検
討
を
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

資
金
使
途
を
熟
考
す
る

　
先
行
き
の
不
透
明
さ
・
不
安
か
ら
「
出
来
る

だ
け
た
く
さ
ん
借
り
た
い
」
と
の
お
話
を
う
か

が
う
機
会
が
多
々
あ
り
ま
す
。
津
波
に
よ
る
建

物
全
壊
等
被
害
者
向
け
の
実
質
無
利
子
融
資
（
融

資
後
三
年
間
・
上
限
あ
り
）
は
あ
る
も
の
の
、
そ

の
多
く
は
利
息
を
伴
う
「
高
い
お
金
」
で
あ
り
、

ＱＡ
災
害
関
連
融
資
制
度
の

　
　
　
　
　
　
拡
充
と
活
用
法

震
災 

Ｑ
＆
Ａ

震
災 

Ｑ
＆
Ａ

誌
上
相
談
室

《
特
別
編
》

【災害関連主要融資制度一覧】
制度名 運営主体 融資限度額 返済期間 据置期間 利率

東日本大震災復興特別貸付

危険対応業務

日本公庫
①中小事業
②国民事業

商工中金

【日本公庫①・商工中金】
7.2億円

【日本公庫②】
4,800万円

設備 15年以内
運転   8年以内 最大　3年

基準金利より下記を引下げ
売上等減少の場合　　　▲0.3%
雇用維持・拡大の場合　▲0.2%
最大▲0.5%金利引下げ

直接・間接被害

【直接被害】
設備 20年以内
運転 15年以内

【間接被害】
設備・運転とも
に15年以内

【直接被害】
最大　5年

【間接被害】
最大　3年

基準金利より下記を引下げ
【直接被害者】
・貸付後3年間、3,000万円まで

▲1.4%金利引下げ
・全壊、流出、原発警戒区域内の

事業者は3年間利子補給により実
質無利子化

・4年目以降及び上限額を上回る部
分は▲0.5%引下げ

【間接被害者】
・貸付後3年間、3,000万円まで

▲0.9%金利引下げ
・さらに売上等減少 ▲0.3％

雇用維持・拡大　▲0.2%引下げ
（最大▲1.4%）

・4年目以降及び上限額を上回る部
分は最大▲0.5%引下げ

【日本公庫①・商工中金】
3億円

【日本公庫②】
6,000万円

マル経融資（経営改善貸付） 商工会議所
商工会

1,500万円
設備 10年以内
運転   7年以内

設備　2年以内
運転　1年以内

基準利率より▲0.3%引下げ

直接・間接被害 貸付後3年間
基準利率より▲1.2%引下げ1,000万円

中小企業経営安定資金
（災害復旧対策資金・東北地方太平洋沖地震災害対策枠） 宮城県 1,000万円 10年以内 2年以内 年1.0%以内（別途保証料）

中小企業融資制度
（経済変動対策資金：東日本大震災復興関連） 仙台市 5,000万円 12年以内 2年以内 年1.5%（別途保証料）

基
本
枠

別
枠
・
上
乗
せ

通
常
枠

特
枠

平成23年5月24日現在
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そ
の
後
の
営
業
活
動
か
ら
生
み
出
す
「
通
常
の

お
金
」を
も
っ
て
返
済
し
て
い
く
事
に
な
り
ま
す
。

震
災
に
よ
る
甚
大
な
被
害
を
受
け
た
今
だ
か
ら

こ
そ
、
借
入
に
よ
り
獲
得
す
る
資
金
を
最
大
限

に
有
効
活
用
す
る
「
使
い
方
」
を
十
分
に
検
討

す
べ
き
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

三
年
後
の
姿
を
意
識
す
る

　
震
災
に
よ
る
今
の
ピ
ン
チ
は
、
目
線
を
変
え

れ
ば
、
自
社
を
見
つ
め
直
す
絶
好
の
チ
ャ
ン
ス

で
あ
る
と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。
技
術
・
人
材
・

ノ
ウ
ハ
ウ
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
等
無
形
の
財
産
ま

で
含
め
た
自
社
の
棚
卸
を
行
う
と
共
に
、
取
引

先
（
販
売
先
・
仕
入
先
等
）
に
つ
い
て
も
自
社

と
同
じ
く
棚
卸
を
行
い
、
ビ
ジ
ネ
ス
モ
デ
ル
自

体
を
見
つ
め
直
す
機
会
で
も
あ
り
ま
す
。

　
震
災
前
の
姿
に
戻
る
た
め
の
「
守
り
の
借
入
」

で
は
な
く
、新
た
な
出
発
の
為
の
「
攻
め
の
借
入
」

を
意
識
し
て
は
い
か
が
で
し
ょ
う
か
。「
攻
め
る
」

と
言
う
事
は
、
事
業
規
模
を
大
き
く
す
る
事
で

は
な
く
、
例
え
ば
、
事
業
コ
ア
を
再
認
識
し
、

資
金
の
投
入
先
を
集
中
化
し
て
い
く
こ
と
も「
攻

め
る
」
と
言
え
ま
す
。

　
こ
れ
ら
を
意
識
し
た
上
で
、
必
要
と
な
る
設

備
資
金
・
運
転
資
金
と
、
借
入
返
済
負
担
に
対

す
る
返
済
原
資
（
税
引
後
利
益
＋
減
価
償
却
費
）

と
の
バ
ラ
ン
ス
を
検
討
し
て
い
き
ま
す
。

借
入
検
討
を
目
標
設
定
へ

①
設
備
資
金

　
見
積
書
・
カ
タ
ロ
グ
等
に
よ
り
投
資
金
額
を

算
定
し
ま
す
。
設
置
費
・
運
搬
費
等
の
付
随
費

用
も
忘
れ
ず
に
参
入
し
ま
す
。

　
購
入
す
べ
き
か
判
断
に
悩
む
場
合
、「
設
備
投

資
の
経
済
性
」
と
い
う
考
え
方
が
あ
り
ま
す
。

そ
の
投
資
額
を
、
設
備
投
入
す
る
事
に
よ
っ
て
今

後
生
み
出
さ
れ
る
利
益
に
よ
り
、
何
年
で
回
収

で
き
る
の
か
を
判
断
材
料
と
す
る
考
え
方
で
す
。

ま
た
、
建
物
等
を
購
入
す
る
場
合
、
床
面
積
当

た
り
の
生
産
性
を
判
断
基
準
に
置
く
事
も
考
え

ら
れ
ま
す
。

②
運
転
資
金

　
固
定
費
（
売
上
が
変
動
し
て
も
増
減
し
な
い

費
用
）
対
応
資
金
、
売
上
債
権
・
仕
入
債
務
決

済
の
ズ
レ
等
に
対
応
す
る
資
金
の
二
つ
に
分
け

て
算
定
し
ま
す
。
こ
れ
ら
を
算
定
す
る
た
め
に

は
、
今
後
の
月
別
売
上
（
受
注
）
予
測
が
必
要

と
な
り
ま
す
。
感
覚
的
に
予
測
す
る
の
で
は
な

く
、
出
来
得
る
限
り
の
情
報
を
収
集
し
、
客
観

的
に
予
測
す
る
こ
と
が
重
要
と
な
り
ま
す
。

　
固
定
費
に
つ
い
て
は
、
積
上
げ
計
算
に
よ
り

月
額
を
把
握
し
、予
測
売
上
か
ら
変
動
費（
材
料・

外
注
等
）
を
差
し
引
い
た
粗
利
益
が
月
額
固
定

費
を
上
回
る
ま
で
の
間
に
被
る
マ
イ
ナ
ス
の
累

計
額
が
必
要
資
金
と
な
り
ま
す
。

　
決
済
の
ズ
レ
に
つ
い
て
は
、
売
上
債
権
＋
在

庫
―
仕
入
債
務
に
よ
り
計
算
し
た
プ
ラ
ス
の
金

額
が
必
要
資
金
と
な
り
ま
す
。
こ
の
二
つ
の
合

計
額
か
ら
手
持
ち
資
金
充
当
分
を
差
引
き
、
差

額
が
準
備
す
る
運
転
資
金
と
な
り
ま
す
。

　
①
と
②
の
合
計
額
が
基
本
的
に
は
必
要
借
入

額
と
な
る
訳
で
す
が
、
事
業
に
よ
り
生
み
出
す

返
済
原
資
と
返
済
負
担
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
見
な

が
ら
、
設
備
投
資
内
容
の
見
直
し
と
こ
れ
に
よ

る
売
上
高
・
粗
利
益
に
対
す
る
影
響
、
固
定
費

の
圧
縮
、
返
済
原
資
を
生
み
出
す
ま
で
の
返
済

据
置
、
返
済
力
に
見
合
っ
た
返
済
期
間
の
設
定

等
検
討
を
行
い
、
最
終
的
な
借
入
申
込
額
を
決

定
し
ま
す
。

　
こ
れ
ら
を
検
討
し
ま
と
め
る
事
は
、
借
入
申

込
の
た
め
だ
け
で
は
な
く
、
今
後
進
む
べ
き
自

社
の
道
筋
を
創
り
上
げ
、
目
標
設
定
を
明
確
に

す
る
事
へ
も
つ
な
が
り
ま
す
。「
今
を
越
え
な
け

れ
ば
先
は
な
い
」
と
の
考
え
が
あ
る
こ
と
も
も

ち
ろ
ん
で
す
が
、「
今
の
時
点
か
ら
そ
の
先
を
見

る
」
こ
と
に
よ
り
、
三
年
後
に
は
大
き
な
差
が

回
答
　

植
松
診
断
士
事
務
所

　
中
小
企
業
診
断
士
　
　
植
松
　
正
人
　
氏

生
ま
れ
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
？

　
概
略
に
つ
い
て
述
べ
て
参
り
ま
し
た
が
、
企

業
の
状
況
に
よ
り
、
打
つ
手
は
さ
ま
ざ
ま
で
す
。

商
工
会
議
所
に
て
行
っ
て
い
る
無
料
経
営
相
談

等
を
是
非
ご
活
用
頂
き
な
が
ら
、
幸
せ
な
企
業・

活
力
あ
る
仙
台
を
目
指
し
て
共
に
歩
ん
で
い
き

ま
し
ょ
う
。

【制度別利用可能対象者一覧】
制度名 運営主体 制度の対象者

東日本大震災復興特別貸付 日本公庫
【直接被害者】
① 地震・津波等により直接被害を受けた方 
② 原発事故に係る警戒区域等の区域内の方 

【間接被害者】
直接被害者との取引依存度が2割以上の方で次のいずれかの方
ア）借入申込後3 ヶ月の売上高等が前年同期に比して15%以上減少する見込み
イ）借入申込直前2 ヶ月の売上高等が前年同期に比して10%以上減少した方

【その他の方】
その他、震災の影響により、業績が悪化している方

危機対応業務 商工中金

マル経融資（通常枠）

商工
会議所

【下記条件に該当する方】
商工会議所の経営指導を受けている方で、
① 常時使用する従業員が20人以下（商業・サービス業の場合は5人以下）
② 1年以上商工会議所地区内で事業を営んでいる
③ 納付期限の到来している所得税（法人税）、事業税、住民税を完納している
④ 日本政策金融公庫の非対象事業等でない事

マル経融資（震災対応特枠）

次のいずれにも該当する方
① 通常枠条件に合わせて、次のいずれかに該当する方

【直接被害者】
ア）東日本大震災の地震・津波により直接被害を受けた方
イ）原子力発電所の事故に関する警戒区域等内に事業所を有する方

【間接被害者】
直接被害者との取引依存度が2割以上の方で次のいずれかの方
ア）借入申込後3 ヶ月の売上高等が前年同期に比して15%以上減少する見込み
イ）借入申込直前2 ヶ月の売上高等が前年同期に比して10%以上減少した方
② 商工会議所が策定する「小規模事業者債権支援方針」に沿って事業を行う事が見

込まれる方

中小企業経営安定資金
（災害復旧対策資金・

東北地方太平洋沖地震災害対策枠）
宮城県

【直接被害者】
地震・津波等により直接被害を受けた方

【間接被害者】
次のいずれかに該当する方
① 平成23年東北地方太平洋沖地震によって、最近1ヶ月間の売上高等が前年同期

と比較して20%以上減少しており、かつ、その後の2 ヶ月間を含む 3 ヶ月間の
売上高等が前年同期と比較して20%以上減少する事が見込まれる事

② 取引先の被災による等、最近1ヶ月の売上高が前年同月の売上高に比して10%
以上減少するか、減少する見込みがある事

中小企業融資制度
（経済変動対策資金：

東日本大震災復興関連）
仙台市

【直接被害者】
東日本大震災により直接被害を受けた方

【間接被害者】
次のいずれかに該当する方
① 最近3 ヶ月間の売上高等が前年同期に比べ10%以上減少している事
② 最近1ヶ月間の売上高等が前年同期に比して10%以上減少しており、かつ、そ

の後2 ヶ月間を含む3 ヶ月間の売上高等が前年同期に比べ10%以上減少する事
が見込まれる事

東日本大震災復興緊急保証 信用保証
協会

震災により直接又は間接被害を受けた中小企業者等
【特定被災区域内の中小企業者】
① 震災の影響により業績が悪化している中小企業者
（震災後の3 ヶ月につき売上高等が前年同期比▲10%）

② 地震・津波等により直接被害を受けた中小企業者
③ 原発事故に係る警戒区域等の区域内の中小企業者

【特定被災区域外の中小企業者】
④ 特定被災区域内の事業者と取引関係があり、かつ、震災の影響により業績が悪

化している中小企業者（震災後の3 ヶ月につき売上高等が前年同期比▲10%）
⑤ 震災に起因した風評被害による契約の解除等の影響で急激に業績が悪化してい

る中小企業者（震災後の3 ヶ月につき売上高等が前年同期比▲15%）

融
資
関
連

保
証
関
連

新 

設

新 

設

新 

設

拡 

充


